（南房総市）


１．　短期利用共同生活介護とは
　空いている居室を利用して、短期間入居して認知症対応型共同生活介護を行うものです。利用者は定員の範囲内で、１ユニットあたり１名までです。
　※給付管理対象のサービスで居宅介護支援事業所の居宅介護支援専門員（ケアマネージャー）が作成するケアプランに基づくサービス提供となります。

　※短期利用共同生活介護を算定する場合は、運営規定に明記する必要があります。運営規定を新たに整備せず現在の運営規定に短期利用共同生活介護に関する条文を追加してください。
２．　施設基準について
　　以下のすべての基準を満たしていることが必要です。
①　「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第９０条に定める従業者の員数を満たしていること。
②　指定を受けてから３年以上経過していること。
③　あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること。
④　ユニット毎に１人以上介護を行う十分な知識を有する介護従業者が確保されていること。
　　※　「十分な知識を有する介護従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」又は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー研修」若しくは認知症介護指導者養成研修を修了した者をいう。
　　※　管理者や計画作成担当者（以下「当該職」という）は、直接介護に従事していないので介護従業者としては認められません。ただし、当該職のどちらかと介護職を兼務している場合は可能です。なお、この者は常勤・専従でなくとも差し支えありません。
３．　短期利用共同生活介護の申請について
　　　　必要書類については以下の通りです。
　　　　・第２号様式「変更届出書」
　　　　・付表４「認知症対応型共同生活介護事業所・介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の指定に係る記載事項」
　　　　・別紙１「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」
　　　　・別紙１-３「介護給付費算定に係る体制等の状況一覧表」
　　　　・参考様式１「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」
　　　　・運営規程（短期利用規定を明記）
　　　　・重要事項説明書（短期利用に関する事項を明記）
　　　　・契約書（短期利用に関する契約書）
　　　　・料金表（短期利用に関する記載を定めたもの）
　　　　・介護従業者の研修修了証の写し（下記のいずれか）
　　　　　・認知症介護実務者研修専門課程
　　　　　・認知症介護実践者研修（実践リーダー研修）
　　　　　・認知症介護指導者養成研修
４．　短期利用共同生活介護の運営規程について
　現在のものとは別に新たな運営規程を整備する必要はありませんが、以下の例を参考に、現在の運営規程に短期利用共同生活介護に関する条文を追加して下さい。（あくまで例ですので、事業所の運営規程に合わせて作成してください。）
【認知症対応型共同生活介護事業所運営規程に短期利用を追加する例】
（事業の目的）　第１条　…
（運営の方針）　第２条　…
（事業所の名称等）　第３条　…
（職員の職種、員数及び職務内容）　第４条　…
（利用定員）　第５条　…
（介護の内容）　第６条　…
（介護計画の作成）　第７条　…
	（短期利用共同生活介護）
第８条　当事業所は、各共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室や短期利用者専用の居室等を利用し、短期間の指定認知症対応型共同生活介護（以下「短期利用共同生活介護」という。）を提供する。
２　短期利用共同生活介護の定員は一の共同生活住居につき1 名とする。
３　短期利用共同生活介護の利用は、あらかじめ30 日以内の利用期間を定めるものとする。
４　短期利用共同生活介護の利用に当たっては、利用者を担当する居宅介護支援専門員が作成する居宅サービス計画の内容に沿い、当事業所の計画作成担当者が認知症対応型共同生活介護計画を作成することとし、当該認知症対応型共同生活介護計画に従いサービスを提供する。
５　入居者が入院等のために、長期にわたり不在となる場合は、入居者及び家族の同意を得て、短期利用共同生活介護の居室に利用することがある。なお、この期間の家賃等の経費については入居者ではなく、短期利用共同生活介護の利用者が負担するものとする。


（利用料等）　第９条　…

	（入退居に当たっての留意事項）
第１０条　…
項目を追加
短期利用共同生活介護の利用者の入退居に際しては、利用者を担当する居宅介護支援専門員と連携を図ることとする。


（秘密保持）第１１条…
「以下省略」
	＜注意＞
１　「料金表」の中で短期利用共同生活介護の利用料金を明らかにしてください。
２　介護報酬以外の利用料は、原則として通常の認知症対応型共同生活介護の1日あたりの金額と整合性が取れていることが必要ですが、一時的な滞在であることから、入居一時金に当たる経費を徴収することはできません。
３　長期入院等の入居者の居室を入居者及び家族の同意を得て、短期利用の居室に利用する場合は、入居者から家賃を徴収するのではなく、短期利用共同生活介護の利用者から家賃相当額を徴収することとして、料金表に明記してください。１つの居室において両者から家賃（相当額）を徴収することは適切ではありません。
４　重要事項説明書に、短期利用に関する事項を明記してくだい。
５　短期利用型に係る届出に係る加算等の算定の開始時期については、解釈通知において「届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）から算定を開始する」とされている。


５．その他
異動又は退職等により、「十分な知識を有する介護従業者」の要件を満たさなくなった場合は、短期利用共同生活介護を行うことはできません。変更届を速やかに提出してください。
参考資料
	●「短期利用型共同生活介護の施設基準」（厚生労働大臣が定める施設基準平成12年厚生省告示第26号)


１８　認知症対応型共同生活介護の施設基準
□　短期利用共同生活介護費を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準
　（１）指定地域密着型サービス基準第90条に定める介護従業者の員数を置いていること。
　（２）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所が初めて指定を受けた日から起算して3年以上の期間が経過していること。
　（３）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室等を利用するものであること。ただし、一の共同生活住居において、短期利用共同生活介護を受ける利用者の数は一名とすること。
　（４）利用の開始に当たって、あらかじめ30日以内の利用期間を定めること。
　（５）短期利用共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する介護従業者が確保されていること。
	●「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」


（平成18年3月31日厚生労働省通知）
５　認知症対応型共同生活介護費
（１）短期利用共同生活介護費について
　短期利用共同生活介護費については、厚生労働大臣が定める施設基準（平成12年厚生労働省告示第26号。以下「施設基準」という。）第18号に規定する基準を満たす指定認知症対応型共同生活介護事業所において算定できるものである。
　同号ロ（２）の要件は、事業所に求められる要件であるので、新たに指定認知症対応型共同生活介護事業所を開設する場合に、他の指定認知症対応型共同生活介護事業所において3 年以上の経験を有する者が配置されていたとしても、当該事業所として3 年以上の期間が経過しなければ、短期利用共同生活介護費を算定することはできないものである。
　同号ロ（５）に規定する「短期利用共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する介護従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」又は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー研修」若しくは認知症介護指導者養成研修を修了している者とする。
なお、認知症対応型共同生活介護の短期利用については、昨年より構造改革特区において行われてきたところであるが、認定特区計画に掲げられた事業所であって、本事業を開始していると認められるものについては、事業の継続が円滑に行われるよう措置することとする。具体的には、本年3月末までに実際の利用者の有無に関わらず、利用料金を明らかにするなど本事業を開始していると認められるものであれば、本年4月以降、同号ロ（２）の3年経過要件は不問とし、同号ロ（５）の研修要件については1年以内の間に受講すればよいこととする。
●介護制度改革INFORMATION　vol．１２７（平成18年9月4日）厚生労働省介護制度改革本部
	Q４９　短期利用の3 年経過要件について、事業所の法人が合併等により変更したことから、形式上事業所を一旦廃止して、新しい会社の法人の事業所として同日付けで指定を受けた場合、事業所が初めて指定を受けて3 年は経過しているが、新しい会社の事業所としては3年経過要件を満たしていない。この場合、短期利用を行うことは可能か。


（答）
１　グループホームで短期利用を行うための事業所の開設後3 年経過要件については、職員や他の入居者との安定した人間関係の構築や職員の認知症ケアに係る経験が必要であることから、事業所の更新期間（6 年）の折り返し点を過ぎ、人間関係など一般的にグループホームの運営が安定する時期に入っていると考えられること等を勘案して設定したものである。
２　事業所の職員に変更がないなど事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、短期利用を認めることとして差し支えない。
	Q５０　グループホームの短期利用については、空いている居室等を利用しなければならないが、入院中の入居者の同意があれば、入院中の入居者の居室を短期利用に活用することは可能か。


（答）
　入院中の入居者のために居室を確保しているような場合であっても、入院中の入居者の同意があれば、家具等を別の場所に保管するなど、当該入居者のプライバシー等に配慮を行った上で、その居室を短期利用で利用することは差し支えない。
追　加





追　加





第５項については、長期入院等の入居者の居室を短期利用共同生活介護として利用する場合のみ追加してください。





認知症対応型共同生活介護「短期利用共同生活介護」


算定に係る届出について
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